
                            ２０１９年６月３日 

  関係機関の長   殿 

 

                   琉球大学大学院教育学研究科長 高良 倉成 

                                   (公印省略)                      

 

教 員 の 公 募 に つ い て 

 

このたび、本学部では下記の要領で教員を公募することになりましたので、 

関係各位へ周知方よろしくお願いします。 

  

記 

 
１． 公募人員    教授、准教授、講師または助教１名 

２． 所  属    大学院教育学研究科教職実践講座（教職大学院） 

３． 専門分野    教師教育 

４． 担当予定科目 (大学院)  課題研究 I〜IV、課題発見実習 I〜II、課題解決実習、

インターン実習、学校改革の実践と課題 、授業づく

りと指導法の高度化、授業分析・リフレクションの理

論と実践、校内研究組織の実践と課題、学校と地域の

連携の実践と課題（全て共同）ほか 

         (学部)   生活科に関する科目または道徳に関する科目または 

総合的な学習の時間に関する科目 

（複数科目担当可能であることが望ましい） 

※ 担当科目は、教職課程認定基準の変更や学部教育組織の改組等によって変更

することがあります。 

５．研究分野  （１）大分類 社会科学  （２）小分類 教育学 

６． 応募資格 

教師教育を専門とし、大学院課程（教職大学院）における教師教育に関する教育・

研究及び学士課程における生活科、道徳または総合的な学習の時間のいずれかの教育

に取り組める者。 

（１）学位：専門分野に関する修士以上の学位を有する者、またはそれと同等以上の業

績を有する者。 

（２）教育（研究）歴：実務家の場合、幼稚園，小学校，中学校，義務教育学校，高等

学校，中等教育学校及び特別支援学校での教育実践経験を（任用時点で）概ね５

年以上有する者。 

（３）業績及び実績：学士課程における教職課程認定科目である生活科に関する科目、

道徳に関する科目または総合的な学習の時間に関する科目の中で、最低でも１つ

以上の科目で教職課程認定に適合する業績があり、それ以外の担当予定科目につ

いても教職課程認定に適合できる業績があると見なせる者。 

７．応募締切日 ２０１９年８月３０日（金）午後５時必着 

８． 採用予定日 ２０１９年１０月１日以降のできるだけ早い時期 



         ※採用時期については採用候補者と別途相談の上、調整いたします。 

９． 応募書類 

（１）履歴書（添付書類の書式を活用してご記入下さい。） １部 

（２）研究教育業績等調書（添付書類の書式を活用してご記入下さい。） １部 

（３）主な研究業績の別刷、またはそのコピー ５編以内 

（４）これまでの研究教育業績の概要（1,000 字程度、様式任意） 

（５）着任後の教育の抱負（1,000 字程度、様式任意）と研究計画（1,000 字程度、様

式任意） 

※最終選考段階で、最終学歴証明書、および（３）以外の論文等の別刷（コピー可）、

シラバスおよび教育業績等の証拠になる文書等を提出していただきます。      

10．書類送付先 〒903-0213 

        沖縄県中頭郡西原町字千原 1番地 

 琉球大学総務部人事企画課任用係宛 

        TEL (098)895-8023  FAX(098)895-8013 

※ 郵送の場合は「書留」とし、封筒の表に「教育学研究科教職実践講

座教員応募書類在中」と朱書きすること。また、応募書類の返却を希

望する場合は、返信用封筒（住所記入・切手添付）を同封して下さい。

同封されていない場合は、選考終了後に当方で廃棄処分します。 

11. 選考内容  選考の過程で、面接・模擬授業をお願いする場合があります。 

        その際の旅費や経費は応募者の自己負担となりますので、予めご了

承願います。 

12．連絡先   琉球大学大学院教育学研究科 教職実践講座  田中 洋 

           TEL ：098-895-8340     

           E-mail：tanakah@edu.u-ryukyu.ac.jp 

13．待遇     [職名]教授、准教授、講師または助教 

[給与]本学規則による 

[勤務時間]１日７時間４５分（８：３０～１７：１５）、週５日 

          [休日]土・日曜日、祝日、年末年始等 

[保険]文部科学省共済組合 

14．備考 

＊応募書類等の個人情報については、選考の際の資料とする以外には使用しません。 

＊地方公共団体（傘下の小・中・高等学校等を含む。）を退職し、引き続き本学に採

用されることとなった場合、原則として、本学での退職手当における在職期間の

算定には、地方公共団体での在職期間を通算しないものとします（その他公的機

関を退職し、引き続き本学に採用されることとなった場合の退職手当に関する取

扱いは、国立大学法人琉球大学職員退職手当規程に定めるところによります）。 

＊琉球大学は、「男女共同参画社会基本法」の趣旨に則り、男女共同参画を推進して

おり、女性研究者の積極的な応募を歓迎しています。 

（参考：琉球大学ジェンダー協働推進室 http://www.gender.jim.u-ryukyu.ac.jp） 

＊ 琉球大学の教員の定年は満６５歳です。 
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